
平成１６年１２月１０日

農林水産省

消費・安全局衛生管理課

生産部畜産部食肉鶏卵課

高病原性鳥インフルエンザに関する正しい知識の普及

について

今般、平時から食肉鶏卵等関係者における高病原性鳥インフルエン

ザに関する正しい知識の普及を図るため、別添のとおり関係団体等に

対し要請したのでお知らせします。
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直通：０３－３５０１－８２０６
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別記関係団体あて

農林水産省消費・安全局衛生管理課長

生産局畜産部食肉鶏卵課長

高病原性鳥インフルエンザに関する正しい知識の普及等について

本年１月から３月にかけ、我が国では７９年ぶりとなる高病原性鳥インフ

ルエンザの発生があったところですが、その発生に際しましては、正確な情

報の伝達や適切な流通の確保につき御理解及び御協力を賜り、御礼申し上げ

ます。

本年４月の本病終息以降、農林水産省におきましては、①発生時の届出義

務違反に対するペナルティ強化等を内容とする家畜伝染病予防法の改正、②

感染経路究明チームによる感染経路の究明、③同法に基づく特定家畜伝染病

防疫指針の策定と防疫演習の実施による防疫体制の整備等に加え、④正しい

情報の提供として、消費者及び生産・流通・小売関係者との意見交換会の開

催等に取り組んできたところです。

つきましては、別添のとおり、最近の意見交換会等での説明資料を参考と

してお送りいたします。また、本年３月に４府省連名で発出した「国民の皆

様へ（鳥インフルエンザについて 」など、関連情報は随時農林水産省のホ）

「 」 。ームページに 鳥インフルエンザに関する情報 として掲載してまいります

貴会におかれては、引き続き正しい知識の普及に御協力いただきますとと

、 、 、もに 高病原性鳥インフルエンザの発生があった場合に ｢○○県産の鶏卵

鶏肉は扱っていません｡｣といった不適切な告知や発生県産であることだけを

理由とした鶏肉や鶏卵の取引拒否等が行われることがないよう、会員の皆様

への周知につき、特段の御配慮をいただきますようお願い申し上げます。
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別 記

社団法人日本食肉協議会会長

全国食肉事業協同組合連合会会長

社団法人中央畜産会会長

財団法人日本食肉消費総合センター理事長

全国農業協同組合連合会代表理事理事長

全国畜産農業協同組合連合会代表理事会長

全国酪農業協同組合連合会代表理事会長

全国開拓農業協同組合連合会代表理事会長

社団法人日本食鳥協会会長

社団法人日本卵業協会会長

社団法人日本養鶏協会会長

日本鶏卵生産者協会会長

全国鶏卵販売農業協同組合連合会会長

日本養鶏農業協同組合連合会代表理事会長

日本チェーンストア協会会長

社団法人全国スーパーマーケット協会理事長

財団法人食品流通構造改善促進機構会長

全国小売市場総連合会会長

全国煮豆総菜商業協同組合連合会会長

日本スーパーマーケット協会会長

日本小売業協会会長

日本百貨店協会会長

社団法人日本セルフ・サービス協会会長

社団法人日本ショッピングセンター協会

社団法人日本フランチャイズチェーン協会会長

社団法人日本ボランタリーチェーン協会会長

全日本スパーギルド商業協同組合連合会会長

全日食チェーン商業協同組合連合会会長

無添加食品販売協同組合理事長

社団法人日本加工食品卸協会会長

社団法人日本外食品卸協会会長

全国給食事業協同組合連合会会長

日本給食品連合会会長

事業協同組合全国焼肉協会会長

社団法人日本フードサービス協会会長

社団法人日本パン工業会

社団法人日本パン技術研究所

全国マヨネーズ・ドレッシング類協会

日本生活協同組合連合会


